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      委員会調査報告書 

  本委員会が調査した事件について、調査の結果を下記のとおり会議規則第７６条の規

定により報告します。 

 

記 

 

１ 調査事件 

産業建設常任委員会所管にかかる調査について 

(1)社会基盤整備について 

(2)農業振興策について 

(3)観光・産業振興策について 

 

２  調査の経過 

 

(1)  本町を取り巻く状況と課題 

 

本委員会は、①社会基盤整備について、②農業振興策について、③観光・産業振興

策について調査してきました。 

社会基盤整備については、長年の住民要望にもかかわらず進まない道路改良や、治

山ダムへの対応が近年の地球温暖化に伴う自然災害との関係からも課題となっていま

す。 

農業振興では、遊休農地への対応と後継者対策が急がれ、また、鳥獣被害の拡大が

急速に拡がる下でその対応が求められています。 

観光・産業振興策ではとりわけ観光業が大きな柱となる当町にとっては、新型コロナ

ウイルス感染症にかかる打撃が大きく、その対策は最大の課題です。また、地場の中小

企業とともに、誘致企業への支援策も必要となっています。 

 

(2) 調査及び検討の経過 

 

 

 

 

 



年月日 会議 

令和２年６月 12 日 常任委員会、所管事務調査  

・（1）社会基盤整備について、（2）農業振興策に

ついて、（3）観光・産業振興策について を調査

し、提言へつなげることを確認。 

・調査事項の発議（案）協議  

令和２年９月 10 日 常任委員会、所管事務調査  

・①町道大平線及び町道大佐３号線、②生活道

路で町道認定されていない道路及び未舗装の

町道 について現地視察・調査  

 

 
令和２年 12 月 15 日 常任委員会、所管事務調査  

・生活道路の整備状況に係る９月会議以降の経

過と今後の予定について協議  

・令和３年度予算編成に係る各課の重点施策に

ついて協議 

令和３年１月 29 日 常任委員会 

・大雪・寒波に伴う町内産業及び施設等への影

響・被害実態、今後の対応等について協議  

令和３年３月 11 日 常任委員会、所管事務調査  

・①緊急浚渫推進事業について、②雪害に係る

その後の経過、支援等の進捗状況について、③

事業継続力強化支援計画について協議  

・令和３年度予算に係る各課の重点施策につい

て協議 

令和３年６月 14 日 常任委員会、所管事務調査  

・①町道整備について、住宅リノベーション補助、

屋外広告物、②鳥獣被害対策、雪害被害の経

過について、③事業者に対する新型コロナウイ

ルス感染拡大防止対策について 協議 

令和３年９月 10 日 常任委員会、所管事務調査  

・①町道整備について、屋外広告物、治山ダムに

ついて、②鳥獣被害対策について、③観光事業

に係る新型コロナウイルス感染拡大下での対

策、支援について 協議 

令和３年 12 月 13 日 常任委員会、所管事務調査  

・①町道整備について、屋外広告物、町管理の

治山ダムについて、②鳥獣被害対策について、

③観光事業に係る新型コロナウイルス感染拡大

下での対策、支援について 協議 



令和４年２月 14 日 常任委員会 

・提言（案）の検討 

令和４年 3 月 10 日 常任委員会 

・調査報告(案)、提言（案）の検討  

 

３ 調査意見 

(1)社会基盤整備について 

世界的な異常気象による度重なる自然災害は、私たち住民の暮らしを脅かし、加え

て感染症によるパンデミックは出口の見えない不安を住民に強いている。 

生活道路の課題では、特に陳情から３０数年を経過した大平線、大佐３号線につい

て現地調査も踏まえ議論し、整備に向けた課題の具体的な克服を繰り返し求めてきた。 

相続関係未了にともなう課題とその解決への道筋が見えている。 

産業建設常任委員会が求めた調査によって、生活道路で町道認定されていない道

路が全体で 79 箇所、5,275 メートルとなっていること、また、生活道路で未舗装の町

道が 55路線、9,280 メートルであることが明らかとなった。 

課題となってきた路線の実態も明らかになったことから、これらの整備の促進へ一層

の努力をされたい。 

維持管理が町に属する「治山ダム」の掌握と対応も引き続き努められたい。 

 

(2)農業振興策について 

町内農業をめぐっては、担い手、後継者不足が最大の課題であるが、根底には農業

が「生業として成り立つのか」という根本課題がある。 

農家の収入増加への手立てが必要であり、以前から懸念されていた農機具等の更

新にかかる経済的負担が大きく、農業機材への支援を講じられたい。 

また、当町の基幹産業である農業に与える鳥獣被害は年々増加し、農地の荒廃や離

農の大きな誘因となっている。 

鳥獣被害の拡大を受け、狩猟の担い手確保の施策や鳥獣被害防止対策実施隊への 

支援が進められてきたが、まだ課題が多い。 

豊かな里山を次の世代に残し、将来にわたって持続可能な人間の営みの構築のた

め、さらに世界農業遺産登録を目指し、鳥獣被害対策を含めた対策、仕組みづくりと、

十分な財源を確保するよう提言する。 

 

(3)観光・産業振興策について 

未だ収束のめどが立たない新型コロナウイルス感染症の影響により、町内観光、商工

業が大きな打撃を受けている。町は国の交付金事業に加えて、利子補給への支援など

を行ってきたが、もともと体力のない事業者は長期化したコロナの影響により事業継続

の意欲が低下していると思われる。 

世界遺産登録から 10 年が経過し、昨年開館した平泉世界遺産ガイダンスセンターと

平泉文化遺産センター、道の駅の魅力を生かした取り組みとともに、県内三つの世界遺

産（平泉、橋野鉄鉱山、御所野遺跡）の連携を図った政策と提案の具体化を図られたい。 

スマートインターの開通による交通網の促進、大型駐車場の利活用、そして中尊寺通り

の整備完了など観光誘客の条件は整ってきている。 

コロナ収束後を見据えて観光事業者への継続的な支援と平泉の世界遺産の新たな 

価値を見出す積極的な施策を打ち出すよう提言する。 



また、近年は町内への企業誘致が相次いだが、コロナ禍での商工業への影響は大きく

なっており、産業振興への一層の支援と工夫が求められる。 


